
令和５年度事務事業評価及び特定分野評価に対する町の最終方針

１．外部評価対象事業

区
分

今後の方向性に係る意見等
区
分

理由・改善方針

1

事
務
事
業

福祉支
援課

在宅障害者福祉
手当支給事業費

改善すべ
き点があ
る

　近隣自治体の動向や社会情勢などを注視しつつ、
支給対象者の絞り込みや手当単価の減額等も視野
に入れながら検討する必要があると考えられる。

改
善

　この制度の趣旨を踏まえて、ど
のような方が現金支給を必要とさ
れているのか、どういう制度が最
も効果的なのかを庁内で検討して
いただき、生活支援を真に必要と
している障がい者の一助となるよ
うに、改善していただきたい。

　本事業の手当単価を見直し、障
がいを持つ方が自立した日常生
活や社会生活を営むことができる
よう、必要な障害福祉サービスに
係る給付や支援を行うための財
源としての活用を検討するものと
する。

改
善

　本制度開始時（昭和48年度）に
比べ、現在は、多種多様な福祉
サービスが整備されてきている
状況などを踏まえ、今後も全体
のバランスを取りながら、持続可
能な支援制度を維持していくた
め、手当単価の見直しを行う。

4

事
務
事
業

生涯学
習課

かわせみ広場事
業

良好に実
施できて
いる

　小学校かわせみ広場参加児童の保護者を対象に
実施したアンケートでは、児童の満足度も高く、事業
の継続・拡大を望む声も多く寄せられたほか、放課
後児童クラブの待機児童も参加していることから、
事業実施の意義は大きい。一方、児童館・公民館で
実施しているかわせみ広場については、利用者数
が少ない施設もあることから、今後は実施施設の統
廃合や開設日数の削減を検討し、町内全小学校に
おけるかわせみ広場の実施を目指す。ただし、指導
員や地域ボランティアの確保、学校との協議が整っ
ていることが前提となるため、これらもあわせて総合
的に検討する。

改
善

　かわせみ広場の利用が少ない
児童館については、最終的に統
廃合や縮小などの対応をする必
要があると考えるが、費用対効果
だけを狙った統廃合や縮小では、
全体的な利用者が減ることが容
易に想定されるため、内容等を充
実させるといった改善や、小学校
かわせみ広場に集約した場合は
開設日数の増を検討するなどの
改善を行っていただきたい。

　今後、利用者数の推移や地域
の特性を勘案した中で、より多く
の児童が容易に参加できるよう、
児童館かわせみ広場を縮小しつ
つ、小学校かわせみ広場の実施
校数の増を検討するものとする。

改
善

　児童の利便性を考慮し、小学
校かわせみ広場について、実施
校数の増を検討する。
　検討に当たっては、指導員の
確保などの観点から利用者数の
少ない施設の閉所も視野に、学
校や児童館の管理者である各
行政区の理解を得ながら、協議
を進める。

10

補
助
金
・
交
付
金

教育総
務課

高等学校等教育
資金利子補給事
業費

改善の余
地がある

　周知方法については、町ホームページや移住定
住ハンドブック等で行っているものの、実績に反映さ
れていないため、今後は町内金融機関との連携強
化や高等学校等通学助成金の交付決定通知書等
に制度チラシを同封するなど、あらゆる機会を捉え
周知の徹底を図る。

廃
止

　制度の趣旨は理解できるもの
の、本事業については、前回（令
和元年度）の外部評価で改善と
なった上で、平成28年の制度開
始以降、実績がないことも踏まえ
ると、廃止が妥当である。
　今後、教育支援のために、新た
な制度を組み立てる際には、利用
の多い自治体の制度を参考に、
補助対象者のニーズを調査したう
えで、様々な支援ができるよう検
討していただきたい。

　委員会の評価を受け、課内で制
度廃止に向けた検討を行う。ま
た、新たな教育の機会均等に寄
与する事業について研究する。

廃
止

　前回（令和元年度）の外部評
価で改善となった上で、平成28
年度の制度開始以降、実績がな
いことから、事業を廃止とする。
　大学全入時代において、一定
のニーズはあると思われること
から、ニーズを捉えた効果的な
事業の提案に向け、調査・研究
するものとする。

総合評価№
区
分
所属名 事業名

町の最終方針
今後の方向性

最終評価結果（外部評価）
評価結果を踏まえた所管課の対

応案
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令和５年度事務事業評価及び特定分野評価に対する町の最終方針

２．その他の事業（最終評価が一次評価のもの）

区
分

今後の方向性に係る意見等
区
分

理由・改善方針

2

事
務
事
業

住民課
安全・安心まちづ
くりパトロール事
業費

改善すべ
き点があ
る

　多様化する犯罪の手口を把握するとともに、青色
パトロール車の巡回を行うことで犯罪発生抑止を図
る。
　令和４年の犯罪件数が増加したため、町民が安
全で安心して暮らせるように防犯パトロールを強化
したい。

改
善

　安全で安心して暮らしたいとい
う町民のニーズに応えるため、
近年、増加傾向にある特殊詐欺
への対応等の工夫を行うなど、
効果的・効率的な事業となるよう
改善を行うべきである。

　現状を維持しながら事業を実施
するものとするが、より効果的・効
率的な事業となるよう、犯罪発生
件数の多い時間帯を中心にパト
ロールを実施するとともに、パト
ロールに併せ特殊詐欺等に対す
る啓発アナウンスの実施を検討
するものとする。

改
善

　現在、朝・夕を中心に実施して
いるパトロールを、犯罪発生件
数が多い日中午後の時間帯に
行うなど、より効果的な事業とな
るよう改善を行う。

3

事
務
事
業

教育開
発セン
ター

青少年心理相談
員派遣事業

良好に実
施できて
いる

　青少年心理相談員の派遣日数をさらに拡充し、児
童生徒、家庭、学校の支援を図る体制をつくること
で、それぞれの課題の解決を図る。また、令和５年
３月３１日の文部科学省の通知では、「教育支援セ
ンターの支援機能等の強化」が図られるよう求めら
れており、第６次総合計画に掲げる「いじめ不登校
対策の充実」に向け、引き続き検討を進める。

改
善

　事業の実施にあたっては、支
援ニーズの早期把握に努めると
ともに、学校内での事例検討会・
研修会などを通じ、教職員のカ
ウンセリング技術向上に努め、
相談員の負担軽減・業務の効率
化を図るなど、単に予算の拡充
を図ることなく、最小の経費で最
大の効果を上げられるよう事業
の改善を行うべきである。

　教育相談に関する研修の実施
による教職員のスキルアップによ
り、日々の学校生活の中での相
談体制の充実を図り、緊急度や
重要度を考慮してSSWに繋げるな
ど、SSWの負担を軽減しながら、
相談体制の見直しを行う。

改
善

　新たに、３中学校区において教
育相談に関する研修を追加し、
教員のスキルアップを図るもの
とする。
　また、民間団体との協働による
支援の実施と併せ、各小・中学
校に「校内支援センター」を設置
するなど、不登校児童生徒に対
する相談体制の充実を図る。

5

事
務
事
業

スポー
ツ・文
化振興
課

古民家業務管理
経費、古民家維
持管理経費
山十邸プラスアク
ト運営事業費

改善すべ
き点があ
る

　アフターコロナにおける事業運営に当たっては、
新たな魅力の創造・発信と、これまで創造された魅
力を継続的に発信していくことが利用人数の増加に
つながると考え、上記課題も踏まえた業務改善をは
じめ、運営管理の効率化を図るための研究を進め
る。

改
善

　所管課の方向性のとおり、引き
続き新たな魅力の創造・発信を
行うとともに、ニーズの把握を
行った上で、より効果的・効率的
な事業の執行を図るべきであ
る。

　今後、包括連携協定を締結して
いる神奈川工科大学と連携し、
「LEDキャンドルデバイス展示会」
を検討する。
　展示会では、ワークショップの開
催や、SNSのハッシュタグを活用
したフォトコンテストも実施すると
ともに、郷土資料館や公民館事業
等で代替可能な文化財セミナー
の廃止を検討し、事業の効率化
及び新たな魅力の創造・発信に
努める。

改
善

　山十邸の魅力を活かした新た
な事業の実施やＳＮＳ等を活用
した発信に努める。合わせて、
文化財セミナーなど他の施設で
代替可能な事業は見直し、より
効率的・効果的な事業運営を行
う。

6

補
助
金
・
交
付
金

危機管
理室

自主防災組織備
品購入費補助金

改善すべ
き点があ
る

　引き続き、多くの行政区が本事業を活用していだ
だけるよう周知を図るとともに、各行政区の意見な
どを参考にしながら、補助対象資機材の拡大につ
いて検討していきたい。

改
善

　補助対象資機材の見直しにあ
たっては、公助の機能が著しく
制限される大規模災害時に、自
主防災組織が十分に機能できる
よう、長期的かつ計画的な防災
資機材の整備の在り方を考慮す
るとともに、自主防災組織として
の整備目的、優先度等を整理
し、より効果的な事業となるよう
改善するべきである。

　防災資機材については、種類や
価格が著しく変化していることか
ら、時代に即した補助金となるよ
う、補助内容に見直しを行う。

改
善

　引き続き本補助金を実施する
が、大規模災害時に自主防災組
織が十分に機能できるよう、補
助対象物品や補助基準額の見
直しなどを検討するものとする。

町の最終方針
№

区
分
所属名 事業名 総合評価 今後の方向性

最終評価（庁内行政評価委員会）
評価結果を踏まえた所管課の対

応案
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区
分

今後の方向性に係る意見等
区
分

理由・改善方針

町の最終方針
№

区
分
所属名 事業名 総合評価 今後の方向性

最終評価（庁内行政評価委員会）
評価結果を踏まえた所管課の対

応案

7

補
助
金
・
交
付
金

高齢介
護課

高齢者バス割引
乗車券購入費助
成事業

改善すべ
き点があ
る

　令和2年度より開始した高齢者タクシー助成事業
の助成者数は増加傾向であり、高齢化の進行によ
り、路線バス利用が困難となる方が今後タクシー利
用に移行することが想定されることから、今後の事
業実績を踏まえながら、本事業を含む外出支援制
度全体の在り方を検討していく。

現
状
維
持

　担当課の方向性のとおり。

　本事業は、進行する高齢社会に
おいて、高齢者の外出支援の一
助となっていることから、当面は
現状維持とする。
　ただし、令和２年度より開始した
高齢者タクシー助成事業の利用
者が年々増加傾向にある状況な
ど、本事業を含む高齢者の外出
支援制度全体の在り方を検討し
ていく。

現
状
維
持

　現状維持とする。ただし、高齢
者のニーズに寄り添った事業が
展開できるよう、高齢者の外出
支援制度全体の在り方を検討す
るものとする。

8

補
助
金
・
交
付
金

農政課
新規就農者家賃
助成

改善すべ
き点があ
る

　新規就農者の経済的な負担の軽減、安定した農
業経営の基盤の確立を図り、地域農業の振興を図
る施策として有効な事業であるため、現状維持とし
て事業の継続を望む。

現
状
維
持

　所管課の方向性のとおり。遊
休荒廃農地の解消に向けた取り
組みとしても、新規就農者の確
保は必要不可欠であることか
ら、新規参入就農相談会や町パ
ンフレットのほか、あらゆる機会
を捉えて、本事業の周知の徹底
をすべきである。

　本事業は、転入を希望する新規
就農者をメインターゲットとしてお
り、町外への幅広い周知が求めら
れることから、現状で行っている
施策（市町村合同新規参入就農
相談会等）を継続するものとし、
併せて新たな情報の発信方法を
探っていくこととする。

現
状
維
持

　現状維持とする。ただし、本補
助金に係る新たな情報の発信方
法の研究に努めるものとする。

9

補
助
金
・
交
付
金

商工観
光課

ＩＳＯ認証取得・国
内環境規格認証
取得促進事業補
助金

改善すべ
き点があ
る

　今後については、再度、近隣自治体の状況や事
業者のニーズを把握しながら、事業の廃止を検討
する。

廃
止
　所管課の方向性のとおり。

　今後については、再度、近隣自
治体の状況や事業者のニーズを
把握しながら、事業の廃止を検討
する。

廃
止

　前回（平成24年度）の外部評
価を受け、平成25年度に制度改
正を行ったものの、申請は年々
減少傾向にあり、近年では補助
実績もないことから、事業を廃止
するものとする。
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